
【表紙】
 
【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成24年11月14日

【四半期会計期間】 第72期第２四半期（自　平成24年７月１日　至　平成24年９月30日）

【会社名】 太陽誘電株式会社

【英訳名】 TAIYO YUDEN CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　綿貫　英治

【本店の所在の場所】 東京都台東区上野６丁目16番20号

【電話番号】 03（3832）0101（代表）

【事務連絡者氏名】 財務経理部部長　　横田　年昭

【最寄りの連絡場所】 東京都台東区上野６丁目16番20号

【電話番号】 03（3832）0101（代表）

【事務連絡者氏名】 財務経理部部長　　横田　年昭

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

太陽誘電株式会社(E01824)

四半期報告書

 1/26



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期
第２四半期
連結累計期間

第72期
第２四半期
連結累計期間

第71期

会計期間
自平成23年４月１日
至平成23年９月30日

自平成24年４月１日
至平成24年９月30日

自平成23年４月１日
至平成24年３月31日

売上高（百万円） 97,124 95,442 183,795

経常利益又は経常損失（△）

（百万円）
△3,665 138 △9,070

四半期（当期）純損失（△）

（百万円）
△9,111 △626 △21,599

四半期包括利益又は包括利益

（百万円）
△15,397 △4,229 △22,150

純資産額（百万円） 111,446 99,899 104,400

総資産額（百万円） 211,156 209,094 208,461

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円）
△77.49 △5.33 △183.70

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 52.6 47.6 49.9

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
3,292 7,063 5,534

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△18,584 △11,021 △28,945

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
6,678 6,770 11,388

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円）
28,689 28,655 26,671

 

回次
第71期
第２四半期
連結会計期間

第72期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成23年７月１日
至平成23年９月30日

自平成24年７月１日
至平成24年９月30日

１株当たり四半期純利益金額又は

純損失金額（△）（円）
△62.96 0.02

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第71期潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額、第71期第２四半期連結累計期間及び第72期第２四半期連結

累計期間潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半

期(当期)純損失金額であるため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

また、主要な関係会社における異動は以下のとおりであります。

＜電子部品＞

当社の連結子会社でありました太陽誘電モバイルテクノロジープロダクツ㈱は、平成24年７月１日付けで当社の
連結子会社である太陽誘電モバイルテクノロジー㈱を存続会社とする吸収合併により解散したため、当第２四半期
連結会計期間より連結の範囲から除外しております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）における当社グループを取り巻く経営

環境は、世界経済が減速した状態で続いているため厳しい状況で推移し、また先行きについても欧州債務問題の今後の

展開などにより不確実性が引き続き高い状態にあります。

当社グループが属するエレクトロニクス業界においては、スマートフォンやタブレットPC市場の拡大傾向が続いてい

るものの、デスクトップPCやテレビなどの市場が引き続き低迷したことにより、電子部品の需要は低調に推移いたしま

した。

このような厳しい状況下、当社グループは、平成27年3月期を最終年度とする中期経営計画で掲げた目標の達成に向け

て体質改善策と成長戦略を両輪とした構造改革を実施しております。体質改善策においては、海外生産拠点最大活用の

一環としてコンデンサ及びインダクタの海外移管を進めております。成長戦略においては、コンデンサやインダクタ、

SAW/FBARデバイスなどのスーパーハイエンド商品の販売拡大に取り組んでおります。

また、事業セグメント別では、電子部品事業において需要の拡大が続くスマートフォン市場に向け、0402サイズ及び

0603サイズの積層セラミックコンデンサ、新開発の金属系磁性材料を使用したメタル系パワーインダクタ、0402サイズ

及び0603サイズの高周波積層High-QチップインダクタやSAW/FBARデバイスなどのスーパーハイエンド商品を中心に生

産体制を強化いたしました。記録製品その他事業においては、記録製品の黒字化に向けた取り組みを継続してまいりま

した。

当第２四半期連結累計期間の連結売上高は954億42百万円（前年同期比1.7％減）、営業利益は14億57百万円（前年同

期は営業損失17億58百万円）、経常利益は１億38百万円（前年同期は経常損失36億65百万円）、四半期純損失は６億26

百万円（前年同期は四半期純損失91億11百万円）となりました。

当第２四半期連結累計期間における期中平均の為替レートは１米ドル80.14円と前年同期の平均為替レートである１

米ドル80.63円と比べ0.49円の円高となりました。

　

製品別の売上高は次のとおりであります。

　

＜電子部品＞

　

[コンデンサ]

積層セラミックコンデンサが含まれます。

当第２四半期連結累計期間は、民生機器向け、情報機器向け、部品向けの売上が前年同期比で減少したことにより、売

上高は415億70百万円（前年同期比7.8％減）となりました。

　

[フェライト及び応用製品]

フェライトコア、その応用製品である各種インダクタが含まれます。

当第２四半期連結累計期間は、情報機器向けの売上が前年同期比で増加したものの、民生機器向け、通信機器向け、部

品向けの売上が前年同期比で減少したことにより、売上高は142億12百万円（前年同期比5.4％減）となりました。

　

[複合デバイス]

SAW/FBARデバイス、電源モジュール、高周波モジュール、部品内蔵配線板などが含まれます。

当第２四半期連結累計期間は、SAW/FBARデバイス、高周波モジュールの売上が前年同期比で増加したことにより、売上

高は268億８百万円（前年同期比13.7％増）となりました。
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[その他電子部品]

エネルギーデバイスなどが含まれます。

当第２四半期連結累計期間の売上高は22億60百万円（前年同期比2.9％増）となりました。

　

＜記録製品その他＞

　

[記録製品]

CD-R、DVD-R/DVD+R、BD-Rが含まれます。

当第２四半期連結累計期間は、CD-R、DVD-R/DVD+Rの売上が減少したことにより、売上高は72億95百万円（前年同期比

5.0％減）となりました。

　

[その他]

主なものは関係会社における実装事業で、当第２四半期連結累計期間の売上高は32億96百万円（前年同期比7.8％

減）となりました。

　

(注）当第１四半期連結会計期間より、従来「モジュール」と表示していたものを「複合デバイス」として表示

いたしました。また、従来「その他電子部品」に含めていたSAW/FBARデバイス、高周波複合部品を「複合

デバイス」に、「コンデンサ」に含めていたエネルギーデバイスを「その他電子部品」に含めて表示する

ことといたしました。

なお、前第２四半期連結累計期間の数値についても見直し後の製品区分により比較をしております。

　

(2）財政状態の変動状況

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に対して６億32百万円増加いたしました。その

うち流動資産は40億62百万円増加しており、主な要因は、現金及び預金の増加22億33百万円、仕掛品の増加16億73百万

円であります。また固定資産は34億29百万円減少しており、主な要因は、有形固定資産の減少19億43百万円、無形固定

資産の減少３億33百万円、投資その他の資産の減少11億53百万円であります。

負債は51億33百万円増加いたしました。主な要因は、１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債の減少196億

35百万円、短期借入金の増加145億３百万円、長期借入金の増加120億63百万円であります。

純資産は、45億00百万円減少いたしました。

　

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動によるキャッシュ・フローは70億63百万円の収入(前年同期比114.5％増)となりました。主な要因は、税金

等調整前四半期純損失７億91百万円、減価償却費93億00百万円、たな卸資産の増加額29億20百万円、仕入債務の増加額

50億31百万円、事業構造改善費用の支払額32億93百万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは110億21百万円の支出(前年同期比40.7％減)となりました。主な要因は、固定

資産の取得による支出112億２百万円であります。

財務活動によるキャッシュ・フローは67億70百万円の収入(前年同期比1.4％増)となりました。主な要因は、短期借

入金の純増加額146億51百万円、長期借入れによる収入146億52百万円、長期借入金の返済による支出22億12百万円、１

年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債の償還による支出196億35百万円、配当金の支払額２億96百万円であり

ます。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に対し19億83百万円

増加し、286億55百万円となりました。

　

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

  (5）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間の当社グループにおける研究開発費は32億93百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に以下の変更がありました。

　

＜電子部品事業＞

１ コンデンサ

・積層セラミックコンデンサ

誘電体の材料技術、薄膜・大容量化技術及び超小型品生産技術等を高度化することにより、誘電体厚みがサブ

ミクロン（１μm未満）レベルでの安定量産技術を確立いたしました。また、1,000層に迫る多積層技術を開発す

ることで、電解コンデンサ市場を置換する商品として3216（3.2mm×1.6mm）サイズと3225（3.2mm×2.5mm）サイ

ズでそれぞれ220μFの量産化に成功いたしました。

EDINET提出書類

太陽誘電株式会社(E01824)

四半期報告書

 5/26



さらに、それらの技術を応用し、0603（0.6mm×0.3mm）サイズ2.2μF、1005（1.0mm×0.5mm）サイズ22μF、1608

（1.6mm×0.8mm）サイズ47μFの量産を開始し、0402（0.4mm×0.2mm）サイズ0.22μFも量産準備段階に入ってお

ります。

今後もスマートフォン市場向けの生産拡大を実施してまいります。

　

２ フェライト及び応用製品

・積層チップインダクタ

市場拡大が続く携帯機器のDC-DCコンバータ向けの積層チョークコイルのラインナップ拡充に注力、1608

（1.6mm×0.8mm）サイズ、高さわずか0.33mmという小型・薄型商品の量産を開始いたしました。

一方、携帯機器の高周波回路に使用される高周波積層インダクタについては、0603（0.6mm×0.3mm）サイズ及

び0402（0.4mm×0.2mm）サイズにて、Ｑ特性を向上した業界最先端レベルとなる商品を開発、量産を開始いたし

ました。今後もさらなるラインナップ拡大を進め、市場ニーズに合致した新商品開発を行ってまいります。

また、特に高機能化が進むスマートフォンのノイズ対策部品として、小型コモンモードチョークコイルを0806

（0.85mm×0.65mm）サイズで商品化いたしました。

今後も技術を進化させ、小型で高性能な商品の開発を進めてまいります。

　

３ その他電子部品

・キャパシタ

主にスマートフォンやデジタルカメラのバックアップ用途として採用されているポリアセンキャパシタにお

いて、新たに高温対応品の量産を開始いたしました。また、スマートメーター向けの低温対応ポリアセンキャパシ

タの開発も進めております。

さらに、電気二重層キャパシタの原理を応用し、負極にリチウムイオンを添加することにより、エネルギー密度

を向上させたシリンダ型リチウムイオンキャパシタの高温対応品の量産を開始いたしました。

今後も、成長が期待されるエネルギーデバイス分野において市場ニーズに対応した、魅力ある新商品を提案し

てまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 120,481,395 120,481,395
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は

100株であり

 ます。

計 120,481,395 120,481,395― ―

（注）  提出日現在の発行数には、平成24年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権及び転換社債型新

株予約権付社債の行使により発行された株式数は、含まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成24年

７月１日
～
平成24年

９月30日
－ 120,481,395 － 23,557 － 41,450
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（６）【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11番３号    13,613   11.29

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８番11号    11,214    9.30

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号   4,000  3.32

ザ  バンク  オブ  ニューヨーク

－ジャスディックトリーティー  

アカウント

(常任代理人 株式会社みずほコー

ポレート銀行決済営業部)

 

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, 1040

BRUSSELS, BELGIUM

(東京都中央区月島４丁目16番13号)

 

3,907 3.24

資産管理サービス信託銀行株式会

社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟

    3,329 2.76

株式会社伊予銀行

(常任代理人  資産管理サービス

信託銀行株式会社)

愛媛県松山市南堀端町１番地 

(東京都中央区晴海１丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟)

    3,000    2.49

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内１丁目６番６号

日本生命証券管理部内
2,380     1.97

 

ＪＰモルガン証券株式会社

 

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号

東京ビルディング
    2,003 1.66

ソシエテジェネラルセキュリ

ティーズノースパシフィックリミ

テッド

東京都港区赤坂１丁目12番地32号

アーク森ビル
1,959 1.62

公益財団法人佐藤交通遺児福祉基

金
群馬県前橋市大手町１丁目１番１号 1,916 1.59

計 － 47,324 39.27

   (注) １  当社は自己株式2,850,900株(2.36%)を保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
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２  株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行及びその共同保有者から平成24年10月１日付で大量保有報告書(変更報告書)の提

出があり、平成24年９月24日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２

四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めており

ません。なお、当該大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 1,574 1.31

三菱UFJ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 7,166 5.95

三菱UFJ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,888 1.57

三菱UFJモルガン・スタンレー

証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 3,485 2.89

国際投信投資顧問株式会社 東京都千代田区丸の内三丁目１番１号 328 0.27

計 － 14,442 11.99

 ３   みずほ証券株式会社及びその共同保有者から平成24年９月24日付で大量保有報告書の提出があり、平成24年

９月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間

末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、

当該大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目５番１号 1,530 1.27

みずほ信託銀行株式会社 東京都中央区八重洲一丁目２番１号 2,272 1.89

みずほ投信投資顧問株式会社 東京都港区三田三丁目５番２７号 2,148 1.78

新光投信株式会社 東京都中央区日本橋一丁目１７番１０号 161 0.13

計 － 6,112 5.07

４  三井住友信託銀行株式会社及びその共同保有者から平成24年９月21日付で大量保有報告書(変更報告書)の提出

があり、平成24年９月14日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２

四半期会計期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めており

ません。なお、当該大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2,836 2.35

三井住友トラスト・アセッ

トマネジメント株式会社
東京都港区芝三丁目３３番１号 524 0.44

日興アセットマネジメント

株式会社
東京都港区赤坂九丁目７番１号 3,790 3.15

計 － 7,151 5.94
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５  大和住銀投信投資顧問株式会社から平成24年８月16日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成

24年８月15日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期

間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、

当該大量保有報告書(変更報告書)の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大和住銀投信投資顧問

株式会社
東京都千代田区霞が関三丁目２番１号 3,683 3.06

６  野村證券株式会社及びその共同保有者から平成24年６月７日付で大量保有報告書の提出があり、平成24年５月

31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末時点

における実質所有株式数の確認ができませんので、上記の大株主の状況には含めておりません。なお、当該大量

保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,097 0.91

NOMURA INTERNATIONAL PLC
1 Angel Lane, London EC4R 3AB, United

Kingdom
1,237 1.03

NOMURA SECURITIES

INTERNATIONAL,Inc.

2 World Financial Center, Building B

New York, NY 10281-1198
339 0.28

NOMURA HOLDING AMERICA Inc.
2 World Financial Center, Building B

New York, NY 10281-1198, U.S.A.
－ －

野村アセットマネジメント

株式会社
東京都中央区日本橋一丁目１２番１号 3,732 3.10

計 － 6,405 5.32
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

2,850,900

－ －

完全議決権株式（その他）
普通株式

117,548,600
1,175,486 －

単元未満株式
普通株式

81,895
－ －

発行済株式総数 120,481,395 － －

総株主の議決権 － 1,175,486 －

 

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

太陽誘電株式会社
東京都台東区上野

６丁目16番20号
2,850,900 － 2,850,900 2.36

計 － 2,850,900 － 2,850,900 2.36
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２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

取締役

専務執行役員
電子部品事業担当

取締役

 
－ 柳沢 勝美 平成24年７月１日

取締役

常務執行役員

開発・技術、品質保

証、新事業推進、記録

メディア事業担当

（兼）品質保証室室

長

取締役

 
－ 登坂 正一 平成24年７月１日

取締役

上席執行役員

複合デバイス事業担

当

複合デバイス事業本

部本部長

取締役

 
－ 堤 精一 平成24年７月１日

取締役

上席執行役員

経営企画担当

経営企画本部本部長

(兼）総合企画室室長

取締役 － 髙橋 修 平成24年７月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 27,912 30,146

受取手形及び売掛金 ※2
 41,865

※2
 40,557

商品及び製品 13,099 13,364

仕掛品 8,529 10,203

原材料及び貯蔵品 8,920 9,117

その他 4,361 5,334

貸倒引当金 △289 △261

流動資産合計 104,398 108,461

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 64,204 64,088

機械装置及び運搬具 192,930 195,359

工具、器具及び備品 18,212 17,902

土地 7,686 7,684

建設仮勘定 10,396 7,283

減価償却累計額 △199,409 △200,240

有形固定資産合計 94,021 92,078

無形固定資産

のれん 1,801 1,501

その他 823 790

無形固定資産合計 2,624 2,291

投資その他の資産

投資有価証券 4,550 3,451

その他 3,112 3,043

貸倒引当金 △246 △232

投資その他の資産合計 7,416 6,262

固定資産合計 104,062 100,632

資産合計 208,461 209,094
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,345 18,808

1年内償還予定の転換社債型新株予約権付社
債

19,635 －

短期借入金 9,031 23,535

1年内返済予定の長期借入金 4,147 4,524

未払法人税等 586 458

賞与引当金 1,741 2,945

事業構造改善引当金 474 143

その他 18,794 13,806

流動負債合計 69,757 64,224

固定負債

社債 8,000 8,000

転換社債型新株予約権付社債 365 365

長期借入金 17,297 29,360

退職給付引当金 1,659 900

役員退職慰労引当金 107 115

負ののれん 31 20

その他 6,842 6,207

固定負債合計 34,303 44,969

負債合計 104,061 109,194

純資産の部

株主資本

資本金 23,557 23,557

資本剰余金 41,471 41,484

利益剰余金 66,820 65,899

自己株式 △3,625 △3,560

株主資本合計 128,222 127,379

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 433 △73

繰延ヘッジ損益 5 19

為替換算調整勘定 △24,637 △27,735

その他の包括利益累計額合計 △24,198 △27,790

新株予約権 329 274

少数株主持分 46 35

純資産合計 104,400 99,899

負債純資産合計 208,461 209,094
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 97,124 95,442

売上原価 80,775 77,807

売上総利益 16,348 17,635

販売費及び一般管理費 ※
 18,107

※
 16,178

営業利益又は営業損失（△） △1,758 1,457

営業外収益

受取利息 85 80

受取配当金 66 63

持分法による投資利益 31 24

助成金収入 14 23

その他 81 100

営業外収益合計 279 292

営業外費用

支払利息 202 274

社債利息 － 36

為替差損 1,635 1,104

休止固定資産減価償却費 153 140

その他 195 54

営業外費用合計 2,186 1,611

経常利益又は経常損失（△） △3,665 138

特別利益

固定資産売却益 13 8

退職給付制度移行益 54 －

その他 13 0

特別利益合計 82 8

特別損失

固定資産除売却損 219 77

減損損失 109 150

たな卸資産廃棄損 53 9

投資有価証券評価損 412 427

事業構造改善費用 － 272

その他 10 1

特別損失合計 805 938

税金等調整前四半期純損失（△） △4,388 △791

法人税、住民税及び事業税 406 373

法人税等調整額 4,312 △528

法人税等合計 4,718 △155

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,106 △636

少数株主利益又は少数株主損失（△） 4 △9

四半期純損失（△） △9,111 △626
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △9,106 △636

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △349 △507

繰延ヘッジ損益 55 13

為替換算調整勘定 △5,995 △3,099

その他の包括利益合計 △6,290 △3,592

四半期包括利益 △15,397 △4,229

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △15,400 △4,218

少数株主に係る四半期包括利益 2 △10
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △4,388 △791

減価償却費 9,017 9,300

減損損失 109 150

事業構造改善費用 － 272

のれん償却額 422 300

負ののれん償却額 △10 △10

貸倒引当金の増減額（△は減少） 25 △25

賞与引当金の増減額（△は減少） 260 1,216

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △21 －

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △48 8

受取利息及び受取配当金 △151 △144

支払利息 202 274

社債利息 － 36

持分法による投資損益（△は益） △31 △24

固定資産除売却損益（△は益） 205 69

投資有価証券評価損益（△は益） 412 427

売上債権の増減額（△は増加） △5,107 △651

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,715 △2,920

仕入債務の増減額（△は減少） 4,589 5,031

その他 440 △1,496

小計 4,209 11,023

利息及び配当金の受取額 157 204

利息の支払額 △199 △242

事業構造改善費用の支払額 － △3,293

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △875 △629

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,292 7,063

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 111 △308

固定資産の取得による支出 △18,470 △11,202

固定資産の売却による収入 61 16

投資有価証券の取得による支出 △150 －

投資有価証券の売却による収入 5 10

その他 △141 463

投資活動によるキャッシュ・フロー △18,584 △11,021

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,018 14,651

長期借入れによる収入 12,000 14,652

長期借入金の返済による支出 △10,043 △2,212

１年内償還予定の転換社債型新株予約権付社債
の償還による支出

－ △19,635

少数株主からの払込みによる収入 5 －

少数株主からの株式取得に対する支出 △223 －

自己株式の取得による支出 △4 △5

配当金の支払額 △588 △296

リース債務の返済による支出 △485 △384

財務活動によるキャッシュ・フロー 6,678 6,770

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,508 △828

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,122 1,983

現金及び現金同等物の期首残高 38,811 26,671

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 28,689

※
 28,655
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【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】
 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

 （連結の範囲の重要な変更）

当第２四半期会計期間より、太陽誘電モバイルテクノロジープロダクツ㈱は太陽誘電モバイルテクノロジー㈱を

存続会社とする吸収合併により解散したため、連結の範囲から除外しております。

 

【会計方針の変更】
 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成24年４月１日
至 平成24年９月30日）

 （減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の営業利益は93百万円増加、経常利益は94百

万円増加、税金等調整前四半期純損失は94百万円減少しております。

 

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

１ 保証債務

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入金について保証を行っております。

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

高崎市倉賀野団地鍍金協同組合 4百万円 高崎市倉賀野団地鍍金協同組合 3百万円

 

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会計

期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成24年３月31日）
 

当第２四半期連結会計期間
（平成24年９月30日）

 

受取手形 63百万円 57百万円

　

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

運賃及び手数料 3,077百万円 2,847百万円

研究開発費 4,018 3,293

従業員給料手当 4,414 3,865

賞与引当金繰入額 955 883

役員賞与引当金繰入額 25 －

減価償却費 340 340

 

　

EDINET提出書類

太陽誘電株式会社(E01824)

四半期報告書

19/26



（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 29,600百万円 30,146百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △910 △1,490

現金及び現金同等物 28,689 28,655
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（株主資本等関係）

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
  配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 587 ５  平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月９日

取締役会
普通株式 293 2.5 平成23年９月30日 平成23年12月２日利益剰余金

 

Ⅱ  当第２四半期連結累計期間（自  平成24年４月１日  至  平成24年９月30日）

配当に関する事項

（1）配当金支払額

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
  配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 293 2.5 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金

 

（2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間末後となるもの

 
 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年11月６日

取締役会
普通株式 588  ５  平成24年９月30日 平成24年12月３日利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間  (自平成23年４月１日  至平成23年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 電子部品
記録製品
その他

合計

売上高    

外部顧客への売上高 85,869  11,254  97,124
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－  －  －

計 85,869 11,254 97,124

セグメント損失(△) △901 △857 △1,758

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの損失の合計額と四半期連結損益計算書の営業損失は一致しております。

　

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

  該当事項はありません。

 

（重要な負ののれんの発生益）

  該当事項はありません。
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Ⅱ  当第２四半期連結累計期間  (自平成24年４月１日  至平成24年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

 電子部品
記録製品
その他

合計

売上高    

外部顧客への売上高 84,851  10,591  95,442
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－  －  －

計 84,851 10,591 95,442

セグメント利益又は損失(△) 1,793 △336 1,457

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

報告セグメントの利益又は損失の合計額と四半期連結損益計算書の営業利益は一致しております。

　

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連

結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく

減価償却の方法に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第２四半期連結累計期間の「電子部品」のセグメント利益が

90百万円増加、「記録製品その他」のセグメント損失が2百万円減少しております。

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

　

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

　

（重要な負ののれんの発生益）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △77円49銭 △5円33銭

（算定上の基礎）   

四半期純損失金額（△）（百万円） △9,111 △626

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純損失金額（△）

（百万円）
△9,111 △626

普通株式の期中平均株式数（千株） 117,584 117,603

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

2014年満期ユーロ円建転換

社債型新株予約権付社債は、

平成24年４月27日に一部繰上

償還しております。

（注）前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び当第２四半期連結累計期間の潜

在

株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金額で

あるため記載しておりません。

　　

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

  平成24年11月６日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(1）中間配当による配当金の総額……………………588百万円

(2）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(3）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成24年12月３日

  （注）  平成24年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

平成24年11月14日

太陽誘電株式会社

取締役会  御中
 

有限責任 あずさ監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 北川  健二    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 宍戸  通孝    印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 栗原  幸夫    印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている太陽誘電株式会社

の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フ

ロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、太陽誘電株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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